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1 H29.3.23 H29.4.3

赤塚公園建物改築工事

設計書類一式
258 1

建設局　東京都
東部公園緑地事務所
工事課

2 H29.3.28 H29.4.3

戸山公園建物補強工事

工事設計内訳書(総括表建築工事内訳
書)

70 1
建設局　東京都
東部公園緑地事務所
工事課

3 H29.3.30 H29.4.3

路面補修工事(28四の12・二層式低騒
音舗装)

設計書類一式 162 1
建設局　東京都
第四建設事務所
補修課

4 H29.3.31 H29.4.3

多摩動物公園アフリカ園無料休憩所新
築工事(その２)

設計書類一式

64 1
建設局　東京都
東部公園緑地事務所
工事課

5 H29.3.27 H29.4.4

路面補修工事(28北北の21)

設計書類一式 157 1
建設局　東京都
北多摩北部建設事務所
補修課

6 H29.3.29 H29.4.4

路面補修工事(28北北の21)

設計書類一式 264 1
建設局　東京都
北多摩北部建設事務所
補修課

7 H29.3.29 H29.4.4

街路築造工事及び電線共同溝設置工事
その２(28西－福生3･3･30)

設計書類一式

608 1
建設局　東京都
西多摩建設事務所
工事第一課

8 H29.3.27 H29.4.5

北府中駅前歩道橋維持工事(塗装)

設計書類一式 28 1
建設局　東京都
北多摩南部建設事務所
補修課

9 H29.3.27 H29.4.5

北の台歩道橋維持工事(塗装)

設計書一式 26 1
建設局　東京都
北多摩南部建設事務所
補修課

10 H29.3.28 H29.4.5

2016年８月２日～2017年３月27日、小
池百合子東京都知事が、副知事、特別
秘書、局長、理事、特別顧問の公用ア
ドレス宛てに送ったメールのすべて
(建設局分)

1

当該公文書は、実施機関では取得しておらず、存在しない。

建設局　総務部
総務課

11 H29.3.30 H29.4.5

路面補修工事(28北南の16)

設計書類一式 166 1
建設局　東京都
北多摩南部建設事務所
補修課

12 H29.3.27 H29.4.5

新宿歩行者専用道第2号線Ⅲ期－1工区
整備工事(26三－主４青梅街道)その２
契約変更(28財経－第3381号)

設計書類一式

61 1
建設局　道路管理部
安全施設課

決定区分 （根拠規定）条例７条
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13 H29.3.30 H29.4.5

路面補修工事(28六の17・遮熱性舗装
及び歩道改善)

設計書類一式

85 1
建設局　東京都
第六建設事務所
補修課

14 H29.4.4 H29.4.5

路面補修工事(28西の23)
路面補修工事(28西の26)
道路災害防除工事(28西の20)
道路災害防除工事(28西の21)

設計書類一式

274 1
建設局　東京都
西多摩建設事務所
補修課

15 H29.4.4 H29.4.5

五兵衛新橋長寿命化工事(その２)

設計書類一式 95 1
建設局　東京都
第六建設事務所
補修課

16 H29.4.4 H29.4.5

電線共同溝設置工事(28六－４)

設計書類一式 102 1
建設局　東京都
第六建設事務所
補修課

17 H29.3.30 H29.4.5

路面補修工事(28一の12・遮熱性舗装
及び歩道改善)

設計書類一式

173 1
建設局　東京都
第一建設事務所
補修課

18 H29.3.23 H29.4.6

路面補修工事(28三の20)及び歩道段差
改良工事(28三-２)

設計書類一式

456 1
建設局　東京都
第三建設事務所
補修課

19 H29.3.28 H29.4.6

路面補修工事(28三の19)

設計書類一式 262 1
建設局　東京都
第三建設事務所
補修課

20 H29.3.28 H29.4.6

路面補修工事(28三の21・遮熱性舗装)
及び歩道復旧工事(28三－3)

設計書類一式

267 1
建設局　東京都
第三建設事務所
補修課

21 H29.3.28 H29.4.6

路面補修工事(28三の20)及び歩道段差
改良工事(28三-２)

設計書類一式

229 1
建設局　東京都
第三建設事務所
補修課

22 H29.3.30 H29.4.6

善福寺川調節池工事に伴う広場等復旧
工事

設計書類一式

172 1
建設局　東京都
第三建設事務所
工事第二課

23 H29.3.31 H29.4.6

善福寺川整備工事および和田掘調節池
工事に伴う搬入路整備工事(その２)

設計書類一式
413 1

建設局　東京都
第三建設事務所
工事第二課
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24 H29.3.27 H29.4.7

堅川水門耐震補強工事　第３回設計変
更

設計書類一式
164 1

建設局　河川部
改修課

25 H29.3.27 H29.4.7

六価クロム対応記録表(平成28年１月
～平成29年３月)

平成24年度大島小松川公園滲出水対策
工事(緊急施行)竣工図(平面図及び断
面図)

32 1
建設局　東京都
東部公園緑地事務所
管理課

26 H29.3.29 H29.4.7

西武鉄道新宿線(野方～井荻駅間)連続
立体交差事業のための事業調査及び関
連調査に関する協定書 6 1 1

(第7条第4号)当該公文書中の「印影」は、偽造されることによ
り犯罪に使用されるおそれがあり、第７条第４号に該当するた
め

建設局　道路建設部
計画課

27 H29.3.30 H29.4.7

街路築造工事のうち工事用搬入路設置
工事(28北南－府中3・2・2の2)

設計書類一式

157 1
建設局　東京都
北多摩南部建設事務所
工事第一課

28 H29.4.4 H29.4.7

電線共同溝設置工事及び排水管設置工
事その２(28四－補230大泉町)

設計書類一式
226 1

建設局　東京都
第四建設事務所
工事第一課

29 H29.3.30 H29.4.10

路面補修工事(28一の15・遮熱性舗装)

設計書類一式 18 1
建設局　東京都
第一建設事務所
補修課

30 H29.3.30 H29.4.10

清洲橋長寿命化工事(橋面舗装及び伸
縮装置取替)

設計書類一式

112 1
建設局　東京都
第一建設事務所
補修課

31 H29.3.30 H29.4.10

契約番号　28東公庶契第261号
上野恩賜公園不忍池周辺再生整備工事

設計書類一式

244 1
建設局　東京都
東部公園緑地事務所
事業推進課

32 H29.3.30 H29.4.10

路面補修工事(28三の19)

設計書類一式 129 1
建設局　東京都
第三建設事務所
補修課

33 H29.3.30 H29.4.10

路面補修工事(28三の16・遮熱性舗装)

設計書類一式 110 1
建設局　東京都
第三建設事務所
補修課

34 H29.3.30 H29.4.10

街路築造工事及び電線共同溝設置工事
その２(28四－放35北町)

設計書類一式

348 1
建設局　東京都
第四建設事務所
工事第一課

35 H29.3.27 H29.4.10

大金沢特定緊急砂防工事(山腹工その
１)

入札経過調書

1 1
建設局　河川部
防災課
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36 H29.3.30 H29.4.10

街路築造工事(28四－放９西巣鴨)

交通安全施設平面図
3 1

建設局　東京都
第四建設事務所
工事第一課

37 H29.4.5 H29.4.10

街路築造工事及び電線共同溝設置工事
その２(28四－放35北町)

設計書類一式
571 1

建設局　東京都
第四建設事務所
工事第一課

38 H29.4.5 H29.4.10

電線共同溝設置工事(28北南－東八道
路その２)

設計書類一式

146 1
建設局　東京都
北多摩南部建設事務所
補修課

39 H29.4.7 H29.4.10

道路照明設置工事(28北南－１)

設計書類一式
78 1

建設局　東京都
北多摩南部建設事務所
補修課

40 H29.4.7 H29.4.10

道路施設整備工事(28六の１)白山共同
溝防災設備改修
道路施設整備工事(28六の１)上野地下
歩行者専用道直流電源設備工事

設計書類一式

87 1
建設局　東京都
第六建設事務所
補修課

41 H29.3.30 H29.4.11

隅田川(今戸・橋場地区)被覆修景工事
(その２)

設計書類一式

245 1
建設局　東京都
江東治水事務所
内部河川工事課

42 H29.3.31 H29.4.11

路面補修工事(25一の２・遮熱性舗装)

設計書類一式
11 1 1 1

(第7条第2号)・個人名及び年齢は、特定の個人を識別できる情
報であり第7条第2号に該当することから開示しないこととす
る。
(第7条第4号)・印影は、偽造されることにより犯罪に使用され
るおそれがあり、第7条第4号に該当することから開示しないこ
ととする。

建設局　東京都
第一建設事務所
補修課

43 H29.3.31 H29.4.11

道路施設定期点検調査委託(27四の１)
及び橋梁点検調査委託

設計書類一式
52 1 1 1

(第7条第2号)氏名、住所、電話番号、年齢及び経歴は、個人に
関する情報で特定の個人を識別することができるものであるた
め、第７条第2号に該当する。
(第7条第4号)　印影は、偽造されることにより犯罪に使用され
るおそれがあり、同条例第7条第4号に該当する。

建設局　東京都
第四建設事務所
補修課

44 H29.3.29 H29.4.11

・平成28年８月31日付知事記者会見事
前説明資料
・平成28年11月18日付知事記者会見事
前説明資料

6 1
建設局　道路建設部
街路課

45 H29.3.30 H29.4.11

路面補修工事(28二の15)

設計書類一式 94 1
建設局　東京都
第二建設事務所
補修課
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46 H29.3.30 H29.4.11

街路築造工事及び電線共同溝設置工事
(28三－放５久我山)

設計書類一式

386 1
建設局　道路建設部
街路課

47 H29.3.30 H29.4.11

路面補修工事(28二の17・二層式低騒
音舗装)

設計書類一式 191 1
建設局　東京都
第二建設事務所
補修課

48 H29.4.7 H29.4.11

①道路施設整備工事(28四の4)南常盤
台排水場電気設備改修
②道路施設整備工事(28四の6)照明設
備改修
設計書類一式

239 1
建設局　東京都
第四建設事務所
補修課

49 H29.3.30 H29.4.11

永代橋長寿命化工事(橋面舗装及び伸
縮装置取替)

設計書類一式

135 1
建設局　東京都
第一建設事務所
補修課

50 H29.3.30 H29.4.11

琴浦橋外１橋維持工事(塗装)

設計書類一式 40 1
建設局　東京都
西多摩建設事務所
補修課

51 H29.4.11 H29.4.11

道路災害防除工事(28西の20)

設計書類一式 46 1
建設局　東京都
西多摩建設事務所
補修課

52 H29.3.31 H29.4.11

橋梁定期巡回点検調査委託その２

設計書類一式
53 1 1 1

(第7条第2号)個人の氏名、住所及び顔写真は個人に関する情報
で特定の個人を識別することができるものであり、第７条第２
号に該当するため。
(第7条第4号)印影は偽造されることにより犯罪に使用されるお
それがあり、第７条第４号に該当するため。

建設局　東京都
西多摩建設事務所
補修課

53 H29.3.30 H29.4.11

総武陸橋長寿命化工事(その２)

設計書類一式
62 1

建設局　東京都
第五建設事務所
補修課
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建設局　公園緑地部
公園課

１　①の文書について
 (1)主張に対する意見、並びに氏名及び意見陳述の要旨につい
ては、次の理由により非開示とする。
・開示することにより、当該法人の競争上又は事業運営上の地
位その他社会的な地位が損なわれると認められ、条例第７条第
３号に該当する。
・氏名は、個人を識別できる情報であり、条例第７条第２号に
該当する。
２　②の文書について
(1)補償金額については、次の理由により非開示とする。
・補償金額は、法人の競争上又は事業運営上の地位その他社会
的な地位が著しく損なわれると認められ、条例第７条第３号に
該当する。
・行政の交渉及び契約に係る事務に関することであり、今後の
同種の事務又は事業の円滑かつ適正な遂行に支障を及ぼすおそ
れがあり、条例第７条第６号ロに該当する。
(2)印影は、偽造等の犯罪の予防等に支障を及ぼすおそれがあ
り、条例第７条第４号に該当するため非開示とする。
３　③の文書について
 (1)印影は、偽造等の犯罪の予防等に支障を及ぼすおそれがあ
り、条例第７条第４号に該当するため非開示とする。
４　④の文書について
(1)氏名及び住所については、次の理由により非開示とする。
・個人を識別できる情報であり、条例第７条第２号に該当す
る。
(2)主張に対する意見、並びに氏名及び意見陳述の要旨につい
ては、次の理由により非開示とする。
・開示することにより、当該事業者の競争上又は事業運営上の
地位その他社会的な地位が損なわれると認められ、条例第７条
第３号に該当する。
・氏名は、個人を識別できる情報であり、条例第７条第２号に
該当する。
５　⑤の文書について
(1)氏名及び住所については、次の理由により非開示とする。
・個人を識別できる情報であり、条例第７条第２号に該当す
る。
(2)補償金額については、次の理由により非開示とする。
・補償金額は、法人の競争上又は事業運営上の地位その他社会
的な地位が著しく損なわれると認められ、条例第７条第３号に
該当する。
・行政の交渉及び契約に係る事務に関することであり、今後の
同種の事務又は事業の円滑かつ適正な遂行に支障を及ぼすおそ
れがあり、条例第７条第６号ロに該当する。
(3)補償金の払渡しの場所については、次の理由により非開示
とする。
・個人を識別できる情報であり、条例第７条第２号に該当す
る。

６　⑥の文書について
(1氏名及び住所については、次の理由により非開示とする。
・個人を識別できる情報であり、条例第７条第２号に該当す
る。
(2)相手方から提出された文書については、次の理由により非
開示とする。
・開示することにより当該事業者の財産権を不当に侵害するお
それがあり、かつ当該事業者の競争上又は事業運営上の地位そ
の他社会的な地位が損なわれると認められ、条例第７条第３号
に該当する。
・東京都が相手方との間で築き上げてきた信頼関係を著しく損
ない、交渉が難航又は長期化するとともに、今後の同種若しく
は類似の事務又は事業の円滑かつ適正な遂行に支障を及ぼすお
それがあり、条例第７条第６号ロに該当する。
・公開することにより、都市公園法の規定に基づく損失補償協
議における被処分者の適切な意思表示を妨げるおそれがある。
当該情報が公にされないことに対する当該第三者の信頼は保護
するに値すると認められ、条例第７条第７号に該当する。
７　⑦の文書について
(1)氏名及び住所については、次の理由により非開示とする。
・個人を識別できる情報であり、条例第７条第２号に該当す
る。
(2)聴聞報告書に記載された当事者の主張、主張についての意
見、聴聞調書に記載された当事者の住所及び氏名、並びに陳述
書については、次の理由により非開示とする。
・住所並びに氏名は個人を識別できる情報であり、条例第７条
第２号に該当する。
・開示することにより、行政手続法により保障されている行政
処分に対する意見の表明を妨げるおそれがある。当該情報が公
にされないことに対する当該第三者の信頼は保護するに値する
と認められ、条例第７条第７号に該当する。
・開示することにより、当該事業者の競争上又は事業運営上の
地位その他社会的な地位が損なわれると認められ、条例第７条
第３号に該当する。
８　⑧の文書について
(1)氏名及び住所については、次の理由により非開示とする。
・個人を識別できる情報であり、条例第７条第２号に該当す
る。
 (2)補償金額については、次の理由により非開示とする。
・補償金額は、個人及び法人の所有する資産等により変動する
ものであり、財産状況を明らかにするものである。市場におけ
る個人及び法人の信用度の低下や融資可能額の引下げ等により
当該個人及び法人の競争上又は事業運営上の地位その他社会的
な地位が著しく損なわれると認められ、条例第７条第３号に該
当する。
・行政の交渉及び契約に係る事務に関することであり、開示す
ることにより自己に有利となる主観的な判断材料とされるな
ど、交渉が難航又は長期化し、今後の同種の事務又は事業の円
滑かつ適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあり、条例第７条第
６号ロに該当する。
 (3)相手方から提出された文書については、次の理由により非
開示とする。
・開示することにより当該事業者の競争上又は事業運営上の地
位その他社会的な地位が損なわれると認められ、条例第７条第
３号に該当する。
・東京都が相手方との間で築き上げてきた信頼関係を著しく損
ない、交渉が難航又は長期化するとともに、今後の同種若しく
は類似の事務又は事業の円滑かつ適正な遂行に支障を及ぼすお
それがあり、条例第７条第６号ロに該当する。
・公開することにより、都市公園法の規定に基づく損失補償協
議における被処分者の適切な意思表示を妨げるおそれがあり、
条例第７条第７号に該当する。

1

①平成27年２月18日付26建公公第734
号
「上野恩賜公園内公園施設の監督処分
(設置許可の取消及び原状回復命令)に
ついて」

②平成27年３月26日付26建公公第841
号
「上野恩賜公園内公園施設の監督処分
に伴う損失補償協議の成立及び損失補
償契約の締結について」

③平成27年３月31日付26建公公第877
号
「上野恩賜公園内公園施設の監督処分
に伴う損失補償契約の原状回復期限の
延長について」

④平成28年２月19日付27建公公第746
号
「上野恩賜公園内公園施設の監督処分
(設置許可の取消及び状回復命令)につ
いて」

⑤平成28年３月30日付27建公公第958
号
「上野恩賜公園内公園施設の監督処分
に伴う損失補償金の払渡しについて」

⑥平成28年６月30日付28建公公第245
号
「上野恩賜公園内公園施設の監督処分
の原状回復期限の延長について」

⑦平成28年７月22日付28建公公第303
号
「上野恩賜公園内公園施設の監督処分
(設置許可の取消及び状回復命令)につ
いて」

⑧平成28年11月29日付28建公公第679
号
「上野恩賜公園内公園施設の監督処分
に伴う損失補償金の払渡しについて」

H29.4.11 53 1 1 1H29.2.28 154 1



29年度　公文書開示（４月決定分） ※新設

月
整
理
番
号

請　求
年月日

決　定
年月日

公文書の件名
総
枚
数

開
示

一
部
開
示

非
開
示

不
存
在

存
否
応
答
拒
否

1
号
2
号
3
号
4
号
5
号
6
号
7
号
8
号
9
号

非開示理由等 所管局部課等

決定区分 （根拠規定）条例７条

建設局　公園緑地部
公園課

１　①の文書について
 (1)主張に対する意見、並びに氏名及び意見陳述の要旨につい
ては、次の理由により非開示とする。
・開示することにより、当該法人の競争上又は事業運営上の地
位その他社会的な地位が損なわれると認められ、条例第７条第
３号に該当する。
・氏名は、個人を識別できる情報であり、条例第７条第２号に
該当する。
２　②の文書について
(1)補償金額については、次の理由により非開示とする。
・補償金額は、法人の競争上又は事業運営上の地位その他社会
的な地位が著しく損なわれると認められ、条例第７条第３号に
該当する。
・行政の交渉及び契約に係る事務に関することであり、今後の
同種の事務又は事業の円滑かつ適正な遂行に支障を及ぼすおそ
れがあり、条例第７条第６号ロに該当する。
(2)印影は、偽造等の犯罪の予防等に支障を及ぼすおそれがあ
り、条例第７条第４号に該当するため非開示とする。
３　③の文書について
 (1)印影は、偽造等の犯罪の予防等に支障を及ぼすおそれがあ
り、条例第７条第４号に該当するため非開示とする。
４　④の文書について
(1)氏名及び住所については、次の理由により非開示とする。
・個人を識別できる情報であり、条例第７条第２号に該当す
る。
(2)主張に対する意見、並びに氏名及び意見陳述の要旨につい
ては、次の理由により非開示とする。
・開示することにより、当該事業者の競争上又は事業運営上の
地位その他社会的な地位が損なわれると認められ、条例第７条
第３号に該当する。
・氏名は、個人を識別できる情報であり、条例第７条第２号に
該当する。
５　⑤の文書について
(1)氏名及び住所については、次の理由により非開示とする。
・個人を識別できる情報であり、条例第７条第２号に該当す
る。
(2)補償金額については、次の理由により非開示とする。
・補償金額は、法人の競争上又は事業運営上の地位その他社会
的な地位が著しく損なわれると認められ、条例第７条第３号に
該当する。
・行政の交渉及び契約に係る事務に関することであり、今後の
同種の事務又は事業の円滑かつ適正な遂行に支障を及ぼすおそ
れがあり、条例第７条第６号ロに該当する。
(3)補償金の払渡しの場所については、次の理由により非開示
とする。
・個人を識別できる情報であり、条例第７条第２号に該当す
る。

６　⑥の文書について
(1氏名及び住所については、次の理由により非開示とする。
・個人を識別できる情報であり、条例第７条第２号に該当す
る。
(2)相手方から提出された文書については、次の理由により非
開示とする。
・開示することにより当該事業者の財産権を不当に侵害するお
それがあり、かつ当該事業者の競争上又は事業運営上の地位そ
の他社会的な地位が損なわれると認められ、条例第７条第３号
に該当する。
・東京都が相手方との間で築き上げてきた信頼関係を著しく損
ない、交渉が難航又は長期化するとともに、今後の同種若しく
は類似の事務又は事業の円滑かつ適正な遂行に支障を及ぼすお
それがあり、条例第７条第６号ロに該当する。
・公開することにより、都市公園法の規定に基づく損失補償協
議における被処分者の適切な意思表示を妨げるおそれがある。
当該情報が公にされないことに対する当該第三者の信頼は保護
するに値すると認められ、条例第７条第７号に該当する。
７　⑦の文書について
(1)氏名及び住所については、次の理由により非開示とする。
・個人を識別できる情報であり、条例第７条第２号に該当す
る。
(2)聴聞報告書に記載された当事者の主張、主張についての意
見、聴聞調書に記載された当事者の住所及び氏名、並びに陳述
書については、次の理由により非開示とする。
・住所並びに氏名は個人を識別できる情報であり、条例第７条
第２号に該当する。
・開示することにより、行政手続法により保障されている行政
処分に対する意見の表明を妨げるおそれがある。当該情報が公
にされないことに対する当該第三者の信頼は保護するに値する
と認められ、条例第７条第７号に該当する。
・開示することにより、当該事業者の競争上又は事業運営上の
地位その他社会的な地位が損なわれると認められ、条例第７条
第３号に該当する。
８　⑧の文書について
(1)氏名及び住所については、次の理由により非開示とする。
・個人を識別できる情報であり、条例第７条第２号に該当す
る。
 (2)補償金額については、次の理由により非開示とする。
・補償金額は、個人及び法人の所有する資産等により変動する
ものであり、財産状況を明らかにするものである。市場におけ
る個人及び法人の信用度の低下や融資可能額の引下げ等により
当該個人及び法人の競争上又は事業運営上の地位その他社会的
な地位が著しく損なわれると認められ、条例第７条第３号に該
当する。
・行政の交渉及び契約に係る事務に関することであり、開示す
ることにより自己に有利となる主観的な判断材料とされるな
ど、交渉が難航又は長期化し、今後の同種の事務又は事業の円
滑かつ適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあり、条例第７条第
６号ロに該当する。
 (3)相手方から提出された文書については、次の理由により非
開示とする。
・開示することにより当該事業者の競争上又は事業運営上の地
位その他社会的な地位が損なわれると認められ、条例第７条第
３号に該当する。
・東京都が相手方との間で築き上げてきた信頼関係を著しく損
ない、交渉が難航又は長期化するとともに、今後の同種若しく
は類似の事務又は事業の円滑かつ適正な遂行に支障を及ぼすお
それがあり、条例第７条第６号ロに該当する。
・公開することにより、都市公園法の規定に基づく損失補償協
議における被処分者の適切な意思表示を妨げるおそれがあり、
条例第７条第７号に該当する。

1

①平成27年２月18日付26建公公第734
号
「上野恩賜公園内公園施設の監督処分
(設置許可の取消及び原状回復命令)に
ついて」

②平成27年３月26日付26建公公第841
号
「上野恩賜公園内公園施設の監督処分
に伴う損失補償協議の成立及び損失補
償契約の締結について」

③平成27年３月31日付26建公公第877
号
「上野恩賜公園内公園施設の監督処分
に伴う損失補償契約の原状回復期限の
延長について」

④平成28年２月19日付27建公公第746
号
「上野恩賜公園内公園施設の監督処分
(設置許可の取消及び状回復命令)につ
いて」

⑤平成28年３月30日付27建公公第958
号
「上野恩賜公園内公園施設の監督処分
に伴う損失補償金の払渡しについて」

⑥平成28年６月30日付28建公公第245
号
「上野恩賜公園内公園施設の監督処分
の原状回復期限の延長について」

⑦平成28年７月22日付28建公公第303
号
「上野恩賜公園内公園施設の監督処分
(設置許可の取消及び状回復命令)につ
いて」

⑧平成28年11月29日付28建公公第679
号
「上野恩賜公園内公園施設の監督処分
に伴う損失補償金の払渡しについて」

H29.4.11 53 1 1 1H29.2.28 154 1



29年度　公文書開示（４月決定分） ※新設
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決定区分 （根拠規定）条例７条

55 H29.4.4 H29.4.11

街路築造工事及び電線共同溝設置工事
その２（28西－福生3・3・30）

設計書類一式 482 1
建設局　東京都
西多摩建設事務所
工事第一課

56 H29.3.30 H29.4.11

路面補修工事(28五の15)

設計書類一式 124 1
建設局　東京都
第五建設事務所
補修課

57 H29.3.30 H29.4.11

路面補修工事(28五の17・遮熱性舗装)

設計書類一式 126 1
建設局　東京都
第五建設事務所
補修課

建設局　公園緑地部
公園課

１　①の文書について
 (1)主張に対する意見、並びに氏名及び意見陳述の要旨につい
ては、次の理由により非開示とする。
・開示することにより、当該法人の競争上又は事業運営上の地
位その他社会的な地位が損なわれると認められ、条例第７条第
３号に該当する。
・氏名は、個人を識別できる情報であり、条例第７条第２号に
該当する。
２　②の文書について
(1)補償金額については、次の理由により非開示とする。
・補償金額は、法人の競争上又は事業運営上の地位その他社会
的な地位が著しく損なわれると認められ、条例第７条第３号に
該当する。
・行政の交渉及び契約に係る事務に関することであり、今後の
同種の事務又は事業の円滑かつ適正な遂行に支障を及ぼすおそ
れがあり、条例第７条第６号ロに該当する。
(2)印影は、偽造等の犯罪の予防等に支障を及ぼすおそれがあ
り、条例第７条第４号に該当するため非開示とする。
３　③の文書について
 (1)印影は、偽造等の犯罪の予防等に支障を及ぼすおそれがあ
り、条例第７条第４号に該当するため非開示とする。
４　④の文書について
(1)氏名及び住所については、次の理由により非開示とする。
・個人を識別できる情報であり、条例第７条第２号に該当す
る。
(2)主張に対する意見、並びに氏名及び意見陳述の要旨につい
ては、次の理由により非開示とする。
・開示することにより、当該事業者の競争上又は事業運営上の
地位その他社会的な地位が損なわれると認められ、条例第７条
第３号に該当する。
・氏名は、個人を識別できる情報であり、条例第７条第２号に
該当する。
５　⑤の文書について
(1)氏名及び住所については、次の理由により非開示とする。
・個人を識別できる情報であり、条例第７条第２号に該当す
る。
(2)補償金額については、次の理由により非開示とする。
・補償金額は、法人の競争上又は事業運営上の地位その他社会
的な地位が著しく損なわれると認められ、条例第７条第３号に
該当する。
・行政の交渉及び契約に係る事務に関することであり、今後の
同種の事務又は事業の円滑かつ適正な遂行に支障を及ぼすおそ
れがあり、条例第７条第６号ロに該当する。
(3)補償金の払渡しの場所については、次の理由により非開示
とする。
・個人を識別できる情報であり、条例第７条第２号に該当す
る。

６　⑥の文書について
(1氏名及び住所については、次の理由により非開示とする。
・個人を識別できる情報であり、条例第７条第２号に該当す
る。
(2)相手方から提出された文書については、次の理由により非
開示とする。
・開示することにより当該事業者の財産権を不当に侵害するお
それがあり、かつ当該事業者の競争上又は事業運営上の地位そ
の他社会的な地位が損なわれると認められ、条例第７条第３号
に該当する。
・東京都が相手方との間で築き上げてきた信頼関係を著しく損
ない、交渉が難航又は長期化するとともに、今後の同種若しく
は類似の事務又は事業の円滑かつ適正な遂行に支障を及ぼすお
それがあり、条例第７条第６号ロに該当する。
・公開することにより、都市公園法の規定に基づく損失補償協
議における被処分者の適切な意思表示を妨げるおそれがある。
当該情報が公にされないことに対する当該第三者の信頼は保護
するに値すると認められ、条例第７条第７号に該当する。
７　⑦の文書について
(1)氏名及び住所については、次の理由により非開示とする。
・個人を識別できる情報であり、条例第７条第２号に該当す
る。
(2)聴聞報告書に記載された当事者の主張、主張についての意
見、聴聞調書に記載された当事者の住所及び氏名、並びに陳述
書については、次の理由により非開示とする。
・住所並びに氏名は個人を識別できる情報であり、条例第７条
第２号に該当する。
・開示することにより、行政手続法により保障されている行政
処分に対する意見の表明を妨げるおそれがある。当該情報が公
にされないことに対する当該第三者の信頼は保護するに値する
と認められ、条例第７条第７号に該当する。
・開示することにより、当該事業者の競争上又は事業運営上の
地位その他社会的な地位が損なわれると認められ、条例第７条
第３号に該当する。
８　⑧の文書について
(1)氏名及び住所については、次の理由により非開示とする。
・個人を識別できる情報であり、条例第７条第２号に該当す
る。
 (2)補償金額については、次の理由により非開示とする。
・補償金額は、個人及び法人の所有する資産等により変動する
ものであり、財産状況を明らかにするものである。市場におけ
る個人及び法人の信用度の低下や融資可能額の引下げ等により
当該個人及び法人の競争上又は事業運営上の地位その他社会的
な地位が著しく損なわれると認められ、条例第７条第３号に該
当する。
・行政の交渉及び契約に係る事務に関することであり、開示す
ることにより自己に有利となる主観的な判断材料とされるな
ど、交渉が難航又は長期化し、今後の同種の事務又は事業の円
滑かつ適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあり、条例第７条第
６号ロに該当する。
 (3)相手方から提出された文書については、次の理由により非
開示とする。
・開示することにより当該事業者の競争上又は事業運営上の地
位その他社会的な地位が損なわれると認められ、条例第７条第
３号に該当する。
・東京都が相手方との間で築き上げてきた信頼関係を著しく損
ない、交渉が難航又は長期化するとともに、今後の同種若しく
は類似の事務又は事業の円滑かつ適正な遂行に支障を及ぼすお
それがあり、条例第７条第６号ロに該当する。
・公開することにより、都市公園法の規定に基づく損失補償協
議における被処分者の適切な意思表示を妨げるおそれがあり、
条例第７条第７号に該当する。

1

①平成27年２月18日付26建公公第734
号
「上野恩賜公園内公園施設の監督処分
(設置許可の取消及び原状回復命令)に
ついて」

②平成27年３月26日付26建公公第841
号
「上野恩賜公園内公園施設の監督処分
に伴う損失補償協議の成立及び損失補
償契約の締結について」

③平成27年３月31日付26建公公第877
号
「上野恩賜公園内公園施設の監督処分
に伴う損失補償契約の原状回復期限の
延長について」

④平成28年２月19日付27建公公第746
号
「上野恩賜公園内公園施設の監督処分
(設置許可の取消及び状回復命令)につ
いて」

⑤平成28年３月30日付27建公公第958
号
「上野恩賜公園内公園施設の監督処分
に伴う損失補償金の払渡しについて」

⑥平成28年６月30日付28建公公第245
号
「上野恩賜公園内公園施設の監督処分
の原状回復期限の延長について」

⑦平成28年７月22日付28建公公第303
号
「上野恩賜公園内公園施設の監督処分
(設置許可の取消及び状回復命令)につ
いて」

⑧平成28年11月29日付28建公公第679
号
「上野恩賜公園内公園施設の監督処分
に伴う損失補償金の払渡しについて」

H29.4.11 53 1 1 1H29.2.28 154 1
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58 H29.3.30 H29.4.11

路面補修工事(28五の16・遮熱性舗装)

設計書類一式 147 1
建設局　東京都
第五建設事務所
補修課

59 H29.4.4 H29.4.11

平井川整備工事に伴う管理用通路設置
工事

設計書類一式

102 1
建設局　東京都
西多摩建設事務所
工事第二課

60 H29.4.4 H29.4.11

路面補修工事(28西の25)

設計書類一式 62 1
建設局　東京都
西多摩建設事務所
補修課

61 H29.3.31 H29.4.12

道路施設定期巡回調査委託(27一の1)

設計書類一式

43 1 1 1

(第7条第4号)印影部分については、偽造等による犯罪防止のた
め、第7条第4号に該当することから、非開示とする。
(第7条第2号)　個人名、生年月日、年齢、住所、登録番号、役
職、写真、交付年月日及び携帯電話については、個人を識別で
きる情報であり、第7条第2号に該当することから、非開示とす
る。

建設局　東京都
第一建設事務所
補修課

62 H29.3.29 H29.4.12

「道路の延焼遮断効果に係る検討委託
(その２)」の成果品一式

957 1
建設局　道路建設部
街路課

63 H29.4.12 H29.4.12

五兵衛新橋長寿命化工事(その２)(28-
00496)

設計書類一式 123 1
建設局　東京都
第六建設事務所
補修課

64 H29.4.7 H29.4.12

夢の島公園バーベキュー広場整備工事

設計書類一式 72 1
建設局　東京都
東部公園緑地事務所
工事課

65 H29.3.30 H29.4.12

・道路改修工事及び電線共同溝設置工
事(28北南－国領２期)
・街路築造工事のうち歩道舗装工事そ
の２(28北南－三鷹3・2・6)

設計書類一式

368 1
建設局　東京都
北多摩南部建設事務所
工事第一課

66 H29.4.4 H29.4.13

新小名木川水門耐震補強工事(その１)
第２回設計変更

設計書類一式
227 1

建設局　河川部
改修課

67 H29.4.11 H29.4.13

多摩動物公園アフリカ園無料休憩所新
築工事(その２)

設計書類一式
64 1

建設局　東京都
東部公園緑地事務所
工事課
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68 H29.4.11 H29.4.13

新河岸川緑化工事(その２)

設計書類一式 101 1
建設局　東京都
第六建設事務所
工事課

69 H29.4.11 H29.4.13

・青梅市千ヶ瀬町一丁目地区急傾斜地
崩壊防止工事
・梅沢川砂防工事(その３)

設計書類一式

210 1
建設局　東京都
西多摩建設事務所
工事第二課

70 H29.4.5 H29.4.13

路面補修工事(28北北の19)
路面補修工事(28北北の20)
路面補修工事(28北北の21)
路面補修工事(28北北の22)

設計書類一式

510 1
建設局　東京都
北多摩北部建設事務所
補修課

71 H29.4.4 H29.4.13

路面補修工事(28北北の19)
路面補修工事(28北北の20)
路面補修工事(28北北の21)
路面補修工事(28北北の22)

設計書類一式

418 1
建設局　東京都
北多摩北部建設事務所
補修課

72 H29.4.4 H29.4.14

源森川水門耐震補強工事　第4回設計
変更

設計書類一式
149 1

建設局　河川部
改修課

73 H29.4.3 H29.4.14

青山霊園支障木改善工事

設計書類一式 96 1
建設局　東京都
東部公園緑地事務所
工事課

74 H29.4.11 H29.4.14

野川、仙川、谷沢川及び丸子川流域浸
水予想区域図の内
小金井市緑町２丁目5番5号付近
国分寺市東元町3丁目8番2号付近
における浸水深及び地盤高

4 1
建設局　河川部
計画課

75 H29.4.4 H29.4.14

27-00179(平成27年度)新川東水門外
７ヶ所測候装置補修工事
28-00196(平成28年度)木下川排水機場
外10ヶ所測候工事補修工事

設計書類一式

64 1
建設局　東京都
江東治水事務所
水門管理課

76 H29.4.12 H29.4.14

仙川整備工事(その11－４)

設計書類一式 209 1
建設局　東京都
第二建設事務所
工事第二課

77 H29.4.7 H29.4.14

街路築造工事のうち
道路照明設置工事(28五－補116新砂)
道路照明設置工事(28五－環3支1鴎橋)

設計書類一式

136 1
建設局　東京都
第五建設事務所
工事課
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78 H29.4.3 H29.4.14

電線共同溝設置工事(28二－中原)

設計書類一式 171 1
建設局　東京都
第二建設事務所
工事第一課

79 H29.4.5 H29.4.14

街路築造工事のうち排水管設置工事
その２(28二－環５の１北参道)

設計書類一式

353 1
建設局　東京都
第二建設事務所
工事第一課

80 H29.4.7 H29.4.14

道路緑化維持補修工事(六建)

設計書類一式 59 1
建設局　東京都
第六建設事務所
補修課

81 H29.4.4 H29.4.14

支障物撤去工事その２
(28二－環5の1神宮前)

設計書類一式
19 1

建設局　東京都
第二建設事務所
工事第一課

82 H29.4.7 H29.4.14

舎人公園配管配線工事
舎人公園変電設備その他工事
舎人公園照明設備その他工事
都立公園電気設備改修工事
設計書類一式

258 1
建設局　東京都
東部公園緑地事務所
工事課

83 H29.4.7 H29.4.17

道路照明設置工事(28北北－１)

設計書類一式 93 1
建設局　東京都
北多摩北部建設事務所
補修課

84 H29.4.7 H29.4.17

道路施設整備工事(28北北の２)街路灯
改修
道路施設整備工事(28北北の３)街路灯
改修

設計書類一式

151 1
建設局　東京都
北多摩北部建設事務所
補修課

85 H29.4.7 H29.4.18

舎人公園Ｃ地区園地整備工事(28)
舎人公園Ｃ地区園地整備工事(28)その
２

設計書類一式

379 1
建設局　東京都
東部公園緑地事務所
工事課

86 H29.4.6 H29.4.18

・28二建管他第3344号に関する道路占
用許可申請書及び道路占用許可書

8 1
建設局　東京都
第二建設事務所
管理課

87 H29.4.14 H29.4.18

葛西臨海公園立体駐車場新築工事

設計書類一式 42 1
建設局　東京都
東部公園緑地事務所
工事課

88 H29.4.6 H29.4.18

隅田川(今戸・橋場地区)被覆修景工事
(その２)

設計書類一式
258 1

建設局　東京都
江東治水事務所
内部河川工事課
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89 H29.4.10 H29.4.18

勝平橋長寿化工事(その２)

設計書類一式 277 1
建設局　道路管理部
保全課

90 H29.4.13 H29.4.18

多摩動物公園アジアゾウ展示施設整備
工事(その２)

設計書類一式

119 1
建設局　東京都
東部公園緑地事務所
工事課

91 H29.4.14 H29.4.19

舎人公園Ｃ地区便益施設新築工事

役所単価が詳細まで記載されている工
事内訳書

94 1
建設局　東京都
東部公園緑地事務所
工事課

92 H29.4.7 H29.4.19

・道路施設整備工事(28三の８)井荻ト
ンネルほか無停電電源設備改修

設計書類一式
24 1

建設局　東京都
第三建設事務所
補修課

93 H29.4.7 H29.4.19

・道路施設整備工事(28三の５)新宿西
口広場ほかＣＣＴＶ設備改修

設計書類一式
46 1

建設局　東京都
第三建設事務所
補修課

94 H29.4.7 H29.4.19

・道路施設整備工事(28三の７)街灯更
新

設計書類一式
109 1

建設局　東京都
第三建設事務所
補修課

95 H29.4.7 H29.4.19

・道路施設整備工事(28三の10)新宿歩
行者専用地下道第１号線自動火災報知
設備改修

設計書類一式

51 1
建設局　東京都
第三建設事務所
補修課

96 H29.4.7 H29.4.19

・電線共同溝設置に伴う照明設置工事
(28三－１)

設計書類一式
92 1

建設局　東京都
第三建設事務所
補修課

97 H29.4.7 H29.4.19

情報提供装置改修工事

設計書類一式 48 1
建設局　東京都
南多摩東部建設事務所
工事課

98 H29.4.7 H29.4.19

道路照明撤去工事(28三－放５高井戸)

設計書類一式 51 1
建設局　東京都
第三建設事務所
工事第一課

99 H29.4.7 H29.4.19

旭町陸橋(仮称)下部工工事(27南東－
町田3・3・36旭町その２)

設計書類一式
69 1

建設局　東京都
南多摩東部建設事務所
工事課
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100 H29.4.13 H29.4.19

石神井川河床整備工事　(平成29年３
月29日付　第1回設計変更分)

設計書類一式
56 1

建設局　東京都
第四建設事務所
工事第二課

101 H29.4.7 H29.4.20

28年度「東伏見公園整備工事」

設計書類一式 127 1
建設局　東京都
西部公園緑地事務所
工事課

102 H29.4.14 H29.4.20

28年度「井の頭恩賜公園便所改築工
事」

設計書類一式

55 1
建設局　東京都
西部公園緑地事務所
工事課

103 H29.4.12 H29.4.20

・土砂災害防止に関する基礎調査(急
傾斜地の崩壊)(急傾斜地の崩壊区域調
査)
　201039-ｋ005(個人情報を除く)

16 1
建設局　東京都
南多摩西部建設事務所
工事課

104 H29.4.7 H29.4.20

道路照明設置工事(28二－３)

設計書類一式 118 1
建設局　東京都
第二建設事務所
補修課

105 H29.4.7 H29.4.20

大井ふ頭橋下資材置場外１箇所電源引
込工事

設計書類一式
48 1

建設局　東京都
第二建設事務所
補修課

106 H29.4.12 H29.4.20

電線共同溝設置工事(28一－１)

設計書類一式 267 1
建設局　東京都
第一建設事務所
補修課

107 H29.4.15 H29.4.20

横網公園空中写真図

1 1
建設局　東京都
東部公園緑地事務所
事業推進課

108 H29.4.14 H29.4.21

・葛西臨海水族園レストランエリア天
井ほか改修工事(その２)
・恩賜上野動物園いそっぷ橋昇降設備
整備工事

設計書類一式

110 1
建設局　東京都
東部公園緑地事務所
工事課

109 H29.4.19 H29.4.21

Ｈ27舎人公園Ｃ地区園地整備工事(27
－2)

設計書類一式

70 1
建設局　東京都
東部公園緑地事務所
工事課

110 H29.4.19 H29.4.21

呑川係留保管施設整備工事(その４)

設計書類一式 113 1
建設局　東京都
第二建設事務所
工事第二課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

111 H29.4.13 H29.4.21

中央環状品川線南品川換気所構台撤去
工事及び外構工事

設計図面

59 1
建設局　東京都
第二建設事務所
工事第一課

112 H29.4.14 H29.4.21

街路築造工事のうち排水管設置工事
(その３)(27二－環５の１千駄ヶ谷)

設計書類一式

189 1
建設局　東京都
第二建設事務所
工事第一課

113 H29.4.7 H29.4.21

古川地下調節池排水施設設備工事(そ
の3－3)設計書にかかる
・見積仕様書
・見積書

10 1 1 1 1 1

個別の見積価格に係る部分（開示することによって、個別の見
積単価が推測される部分を含む。）は、法人における価格体系
及び価格構成並びに個別の価格設定の概要が推測されることと
なる情報であり、これらの情報が競合他社等に提供されると、
他社が東京都から得た見積書を価格交渉の資料としたり、東京
都から得た見積書を参考に自らの見積もりを調整し営業戦略上
優位に立つ可能性があることから、法人はその後の事業活動に
おいて不利な立場に置かれることとなるため、東京都情報公開
条例第７条第３号により非開示とする。
また、本件情報を開示することにより、事業者から下見積書提
出の協力を得ることが困難となり、単価設定に必要な参考情報
が不足する。その結果、単価について適正な積算とし難い事態
となることから、事務の適正な執行に支障を期す恐れがあるた
め、同条例第７条第６号により非開示とする。
　　印影は、偽造されることにより犯罪に使用されるおそれが
あり、同条例第７条第４号により非開示とする。
　　個人名は、個人に関する情報で特定の個人を識別すること
ができる情報であるため、同条例第７条第２号により非開示と
する。

建設局　河川部
改修課

114 H29.4.7 H29.4.21

古川地下調節池排水施設設備工事(そ
の3－3)設計書にかかる

設計書類一式(見積仕様書、見積書を
除く)

41 1
建設局　河川部
改修課

115 H29.4.19 H29.4.24

猿江恩賜公園テニスコート改修工事

設計書類一式 116 1
建設局　東京都
東部公園緑地事務所
工事課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

116 H29.4.12 H29.4.24

・都道町田調布線の区域変更及び供用
開始について(稲城市大字百村字三号
2130番1地先から同市大字百村字一号7
番13地先まで)のうち平面図及び位置
図
(平成29年3月17日付　28建道管路第
767号)

・都道の区域変更について(廃止)都道
小石川西巣鴨線(豊島区北大塚二丁目
地内)のうち平面図及び位置図
(平成29年３月31日付　28建道管路第
724号)

・都道境調布線(123)の区域変更につ
いて(武蔵野市境二丁目～境南町三丁
目のうち平面図及び位置図
(平成29年３月31日付　28建道管路第
739号)

41 1
建設局　道路管理部
路政課

117 H29.4.12 H29.4.24

永代橋長寿命化工事(橋面舗装及び伸
縮装置取替)

設計書類一式 135 1
建設局　東京都
第一建設事務所
補修課

118 H29.4.13 H29.4.24

永代橋長寿命化工事(アーチリブ補強)
(最終変更時)

設計書類一式

115 1
建設局　東京都
第一建設事務所
補修課

119 H29.4.18 H29.4.24

・「スポーツ施設予約管理システム維
持管理のための保守及び電算処理技術
指導等の業務委託」仕様書
・「スポーツ施設予約管理システムの
機器更新に伴うシステム変更作業委
託」仕様書
・「スポーツ施設予約管理システムの
機器更新に伴うシステム移行作業委
託」仕様書

118 1
建設局　公園緑地部
公園課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

120 H29.4.11 H29.4.25

建設局で作成した「職務に関する働き
かけ」についての対応記録票
・平成２９年　１月２５日対応分（公
園緑地部②）
・平成２９年　１月１０日対応分（第
六建設事務所）
・平成２９年　１月　６日対応分（南
多摩東部建設事務所）
・平成２９年　２月２２日対応分（公
園緑地部②）
・平成２９年　２月　１日対応分（第
二建設事務所）
・平成２９年　２月２２日対応分（第
六建設事務所）
・平成２９年　２月２８日対応分（第
六建設事務所）
・平成２９年　３月１４日対応分（第
六建設事務所）

8 1 1
(第7条第2号)対象公文書における氏名等については、個人に関
する情報であり、特定の個人を識別することができるため、第
７条２号に該当する。

建設局　総務部
総務課

121 H29.4.11 H29.4.25

建設局で作成した「職務に関する働き
かけ」についての対応記録票
・平成２９年　２月２２日対応分（公
園緑地部①）
・平成２９年　２月２３日対応分（公
園緑地部）
・平成２９年　２月　１日対応分（第
四建設事務所）
・平成２９年　２月１７日対応分（第
四建設事務所）
・平成２９年　２月２１日対応分（第
四建設事務所）
・平成２９年　２月１６日対応分（第
六建設事務所）
・平成２９年　３月３０日対応分（公
園緑地部）
・平成２９年　３月３１日対応分（第
五建設事務所）
・平成２９年　３月１５日対応分（第
六建設事務所）
・平成２９年　３月３０日対応分（第
六建設事務所）

14 1
建設局　総務部
総務課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

122 H29.4.12 H29.4.25

建設局で作成した「職務に関する働き
かけ」についての対応記録票
・平成２９年　２月２２日対応分（公
園緑地部②）
・平成２９年　２月　１日対応分（第
二建設事務所）
・平成２９年　２月２２日対応分（第
六建設事務所）
・平成２９年　２月２８日対応分（第
六建設事務所）
・平成２９年　３月１４日対応分（第
六建設事務所）

5 1 1
(第7条第2号)対象公文書における氏名等については、個人に関
する情報であり、特定の個人を識別することができるため、東
京都情報公開条例第７条２号に該当する。

建設局　総務部
総務課

123 H29.4.12 H29.4.25

建設局で作成した「職務に関する働き
かけ」についての対応記録票
・平成２９年　２月２２日対応分（公
園緑地部①）
・平成２９年　２月２３日対応分（公
園緑地部）
・平成２９年　２月　１日対応分（第
四建設事務所）
・平成２９年　２月１７日対応分（第
四建設事務所）
・平成２９年　２月２１日対応分（第
四建設事務所）
・平成２９年　２月１６日対応分（第
六建設事務所）
・平成２９年　３月３０日対応分（公
園緑地部）
・平成２９年　３月３１日対応分（第
五建設事務所）
・平成２９年　３月１５日対応分（第
六建設事務所）
・平成２９年　３月３０日対応分（第
六建設事務所）

10 1
建設局　総務部
総務課

124 H29.4.13 H29.4.25

・路面補修工事(28三の20)及び歩道段
差改良工事(28三－２)

設計書類一式 433 1
建設局　東京都
第三建設事務所
補修課

125 H29.4.14 H29.4.25

・道路標識設置工事(28三－２)

設計書類一式 71 1
建設局　東京都
第三建設事務所
補修課

126 H29.4.17 H29.4.25

中之橋維持工事(防護柵及び伸縮装置
取替)

設計書類一式

48 1
建設局　東京都
第二建設事務所
補修課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

127 H29.4.17 H29.4.25

立川基地跡地昭島地区土地区画整理事
業　昭島3・2・3国営公園南線　昭島
3・2・11国営公園西線
区画線工平面図

12 1
建設局　東京都
北多摩北部建設事務所
管理課

128 H29.4.20 H29.4.25

路面補修工事(28北北の19)
路面補修工事(28北北の21)
路面補修工事(28北北の22)

設計書類一式

414 1
建設局　東京都
北多摩北部建設事務所
補修課

129 H29.4.21 H29.4.26

・路面補修工事(28南西の4･歩道改善)
・電線共同溝設置工事(28南西－子安)

施行体系図、下請負者一覧表
ただし、下請負者の代表者名、現場責
任者等の氏名などの個人情報及び印影
は、本請求の対象外とする。

4 1
建設局　東京都
南多摩西部建設事務所
補修課

130 H29.4.12 H29.4.26

都市計画事業認可申請書
･平成26年2月5日付25建道建計第312号
･平成26年2月5日付25建道建計第313号
･平成26年8月20日付26建道建計第63号
･平成26年8月20日付26建道建計第64号
･平成26年12月10日付26建道建計第158
号

53 1
建設局　道路建設部
計画課

131 H29.4.25 H29.4.26

平成28年度
・道路災害防除工事(28奥の１)
・道路災害防除工事(28奥の５)
・路面補修工事(28奥の４)及び夢の滝
橋維持工事(橋面舗装)

設計書類一式

219 1
建設局　東京都
西多摩建設事務所
奥多摩出張所

132 H29.4.26 H29.4.26

平成28年度
・路面補修工事(28奥の１)及び落沢橋
ほか１橋維持工事(橋面舗装)

設計書類一式

129 1
建設局　東京都
西多摩建設事務所
奥多摩出張所

133 H29.4.18 H29.4.26

都立公園運動施設改修工事(その２)

設計書類一式 12 1
建設局　東京都
東部公園緑地事務所
工事課

134 H29.4.24 H29.4.27

高井戸北陸橋長寿命化工事(その１)

設計書類一式 176 1
建設局　東京都
第三建設事務所
補修課

135 H29.4.24 H29.4.27

仮人道橋設置工事その２(28二－補27
富士見橋)

設計書類一式

134 1
建設局　東京都
第二建設事務所
工事第一課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

136 H29.4.18 H29.4.27

新中川護岸耐震補強工事(その１)
第1回設計変更

設計書類一式
314 1

建設局　河川部
改修課

137 H29.4.24 H29.4.28

青梅市河辺町一丁目地区急傾斜地崩壊
防止工事

設計書類一式

100 1
建設局　東京都
西多摩建設事務所
工事第二課

138 H29.4.24 H29.4.28

井の頭恩賜公園樹木診断ほか調査委託

設計書類一式 21 1
建設局　東京都
西部公園緑地事務所
管理課

139 H29.4.20 H29.4.28

新宿歩行者専用道第2号線Ⅲ期－1工区
整備工事(26三－主４青梅街道)その２
契約変更(28財経－第3381号)

代価明細表

38 1
建設局　道路管理部
安全施設課

平成29年4月分は上記請求139件の外
全部開示2件


